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ITとコンピュータサイエンス

インフォメーションテクノロジー（I T）を定義す

るのは難しいのですが、コンピュータサイエンスと

I Tは目的が違う点をまず理解してください。そうで

ないとコンピュータサイエンスとI Tの融合の中で、

技術というものを考えていく仕組みがわからなくな

ります。ですからコンピュータサイエンティストを

たくさん育成しても、国は豊かにならないという点

も理解してください。

インターネットの過去、現在、未来

残念なことに、インターネットやI Tの世界におけ

る基本は、アングロアメリカンの世界です。今後5年

以内にこの状況を覆すことができないだろうかとい

うことが、我々の切なる願いです。

I Tの世界は、アメリカ国防総省（D O D）が国防上

の理由から先頭に立って引っ張ってきました。その

プロセスは、冷戦構造が崩れる前と後の二つの状況

に分かれます。冷戦構造が厳しいころの第I期は、ソ

ビエトの航空機をアメリカに入れないための技術が

国防上の重要課題でした。対空砲火やレーダー等の

基地をつないで中枢センターへ情報を持っていくネ

ットワークが必要になったことが、ネットワーク研

究のスタートでした。それが軍事産業に転化してい

ったのです。もう一つの問題はDODの調達問題です。

それをどうやって電子化するかという話から始まっ

たのが、eコマースの原点になったCALS （Computer

Aegis Logistic Support）です。アメリカのI T戦略と

それに伴う世界はD O Dによって生まれてきたといえ

ます（図1）。

しかし冷戦構造が終結し、状況が一変しました

（図2）。軍事産業の予算が大幅に削られ、かつては軍

事産業に流れていたトップエリート達が新しい産業

図1 アメリカにおける情報技術（IT）発展の過程（第I期）
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に移っていきました。その典型的な例が金融工学で、

現在アメリカにおける経済的利益の4 0％は金融関係

が稼いでいるともいわれています。これがベンチャ

ーの台頭になりました。このような流れの中で、か

つての第二次産業の中心的グループがかなり変わっ

てきました。そのため、いわゆるホワイトカラーに

3 0 0万人の失業者が出ました。I B Mが十数年前に中間

的なホワイトカラーをリストラしましたが、それを

吸収する5 0 0万人の雇用が生まれているのがアメリカ

の現状です。

日本では現在リストラが行われていますが、問題

は新しい雇用がないということです。しかし、雇用

が全くないというわけでもありません。N T Tドコモ

の会長が｢全国に最低1万店舗以上のドコモショップ

があり、そこに最低1 0人の職員がいる｣と話していま

した。単純計算ですが、ドコモショップだけで新し

い雇用が数十万人分生まれ、それに伴う新しい産業

も生まれています。例えば、現在携帯電話のためフ

ラッシュメモリーが足りないといわれていますが、

富士通がフラッシュメモリーの大増産計画を作り、

会津という人口1 2万人の町に約2 0 0 0億円の投資をし

ています。新しいモバイルの世界で、新しい雇用が

生まれてきているのです。問題は、雇用をどう作る

かということに関して、日本には明確なシナリオが

ないことです。

ここで、インターネットを違う視点で見てみます。イ

ンターネットのおじいさんにあたるA R P Aの時代がイン

ターネット発展の第Iフェーズでした（図3）。A R P Aのネ

ットワークを通じて研究者連合ができ、研究者にとって

全く新しい研究開発の環境ができました。つぎにそれが

マイク・アンドリューセンやW e bを発明したリーのグル

ープによって、次の世代であるW e bとブラウザという、

大変面白い技術革新につながったのです。これが第IIフ

ェーズです。この技術革新によって、1 9 9 0年の初めには

インターネットが完全に大衆化されました。次のフェー

ズである2 1世紀は、モバイルの時代になります。モバイ

ルでは日本が先頭に立っています。N T Tドコモが携帯電

話から出発して発展していった中で、ｉモードという画

期的な利用技術を実現しました。携帯電話のビジネスマ

ーケットが日本で形成されると同時に、インターネット

における大きなビジネスマーケットができたので、それ

を結合させればすごいことが起きるということから、ｉ

モードが生まれました。ｉモードで、2 1世紀におけるモ

図3 Internet発展のプロセス

図4 Model of Network Computing

図2 アメリカにおける情報技術の発展の過程（第II期）
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バイルインターネットの最初の世界が始まったのです。

コンピュータ技術の将来

一口にI Tといっても千差万別です。I Tの世界を機

能レベルの層構造で表現すると、図４のようになり

ます。ここでいうM e d i aは光技術ナノテクノロジー

を含めたデバイスの世界ですが、これは日本が強い

分野です。しかし上に行くほどアングロアメリカン

の色彩が強くなるので、この世界で勝つのは大変で

す。サービスの分野やエンターテイメントの世界は

ある種ボーダレスで、日本の文化が主張できる世界

ですから、そこで力を発揮する方法もあります。ｅ

コマースを中心にした世界におけるアプリケーショ

ンサービスでは、アングロアメリカンの文化が基本

になっています。基本的な言語スタイルは全てX M L

で書かなくてはいけません。ですから日本が力を入

れていくとすれば、デバイス、材料、コンピューテ

ィングシステムの分野でしょう。現在のコンピュー

ティングシステムはW I N T E L ( W i n d o w sとI n t e l )の世

界ですが、家庭用情報機器によってそれが変わる可

能性も期待されます。

将来のコンピュータにおける傾向は、二つに分か

れてきます。Fat Computerといわれる巨大なデータ

ベースマシーンやスーパーコンピュータと、モバイ

ルコンピュータや家庭用コンピュータであるT h i n

C o m p u t e rの世界に分極化されていきます。 T h i n

C o m p u t e rにはP Cの他にモバイル機器、ゲーム、デ

ジタルテレビなどが含まれますし、これからはデジ

タル機器、携帯電話が主役になってきます。これら

の製造技術に関して日本は冠たる技術をもっている

ので、これを活用することが2 1世紀において日本が

世界のリーダーシップをとる一つの重要なポイント

になります。ビジネスの勝利者が新しい情報産業に

おける勝利者になることを忘れてはいけません。

世界最初のスーパーコンピュータであるイリアッ

クの時代から、2 0 0 5年までを展望したスーパーコン

ピュータの歴史を図5に示しました。処理速度が3年

で約1 0倍のスピードになっていますが、かつては数

十M F L O P Sだった機械が、2 0 0 5年には1 0 0ＴF L O P S

になるという予測がされています。ここでも日本は

負けずに頑張っています。

現在注目されているスーパーコンピュータは、ア

ースシミュレータです。アースシミュレータは、異

常気象や世界規模の汚染問題、地球上の温度変化を

対象として、将来の地球の挙動をシミュレーション

するコンピュータです。日本ではN E Cが中心になっ

て、科学技術庁のプロジェクトとしてアースシミュ

レータを作ろうとしています。現在考えられている

アースシミュレータは、C P Uが8 G F L O P Sのスーパー

コンピュータを8つ集めて１つのクラスターにし、結

局全部で5 0 0 0台集めて、合計で4 0 T F L O P Sの機械を

作ろうというもので、2 0 0 2年4月から動かすという話

になっています。

P Cの世界においてはW I N T E Lに征服されてしまい

ましたが、日本人にもP Cは設計できます。そのよい

図5 スーパーコンピュータの歴史

図6 プレイステーション2
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例がプレイステーション２（P S 2）です（図6）。P S 2

は３，４年前のスーパーコンピュータに相当します。

それがわずか3 9 , 8 0 0円で買えるというのは、信じら

れないことです。P S 2の基盤デバイスのスピードは

それほど速くないのですが、これをワンチップにし

た技術には素晴らしいものがあります。一番重要な

技術はC Gを作る技術ですが、グラフィックエンジン

に関しての重要な技術はレンダリング（画像生成）

の機能です。P S 2には1 6台のレンダリングマシンが

搭載されていますが、これがトータルで6 6 0 0万／秒

ポリゴン処理します。こんなすごい機械を作る技術

を、日本は持っているんです。

P S 2に対抗して、マイクロソフトではXボックスと

いうマシンを考えています（図７）。それぞれの機能

がP S 2の倍以上の性能を持ち、トータルのレンダリン

グ能力がP S 2の３倍以上という話ですが、このマシン

の発売は１年半後になっています。ゲームの世界は

それほど悠長ではありませんし、ソニーも次のP Sの

プロジェクトに取り掛かっているはずです。ですか

ら世界的なゲームのビジネスマーケットにおいては、

ソニーが圧倒的な力を持っているといえます。

今コンピュータの世界は厳しい状況になっていま

すが、家庭用コンピュータあるいはモバイルコンピ

ュータに勝つものこそがリーダーになるといえるの

であれば、3～５年後にはW I N T E Lが蚊帳の外にいる

という状況を作れるのではないかと期待しています。

モバイルの進化と日本の現状

モバイルの世界では、いつでもどこでも情報コン

テンツに辿り着けます。静的なインターネットがモ

バイルによって劇的に変わり、ダイナミックな世界

が生まれました。従来のP Cでインターネットにアク

セスする利用環境は、時間にしても場所にしても全

てディスクリートの形で区切られていましたが、モ

バイルによってそれが連続的になりました。

モバイルの世界がさらに進化すると、図8のように

なります。位置が分かり（G PS :Global Positioning

S y s t e m、全地球測位システム）、自動車や人を含め

た物流をどう動かしたらいいかというシステム

（ITS：Intelligent Transport System、次世代交通シス

テム）などの新しい利用技術が手のひらサイズのコ

ンピュータでできるようになれば、新しい世界が開

けてきます。また、これらの技術が同じモバイルの

中に入れば、ライフラインにもなります。日本の

9 9％の地域がモバイルの環境を使えるようになれば、

社会的に大きな変化が生まれてくるでしょう。残念

ながらこのようなものを構築する仕組みが今の日本

のトップにありません。

図7 Xボックス

図8 進化したモバイルの世界
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日本が情報通信分野でリーダーシップをとるために

情報通信の分野で、日本が世界でリーダーシップ

をとるための戦略を考えなくてはいけません。今の

日本にとって、第二次産業やそれを支える材料分野

が戦いやすい分野といえます。当面は第二次産業を

ベースとして情報家電の世界、モバイルの世界を中

心に引っ張っていくのがわかりやすくて確実な戦略

になるでしょう。

iモードを中心としたモバイルの世界的な流れを見

ていくと、日本が完全に先行しています。しかし現

在のｉモードは処理速度が遅いため、マルチメディ

アの処理はできません。そこで処理速度を上げるた

めにI M T 2 0 0 0計画が考えられています。部屋の中で

は2 M B、歩くときは3 4 4 K B、車でも1 4 4 K Bくらいの

スピードで動くようにしようというのがI M T 2 0 0 0の

計画です。N T Tドコモは2 0 0 1年5月から、K D D Iグル

ープは2 0 0 2年からこのプランをスタートします。新

しいビジネスマーケットが広がってくることが期待

されますが、すべて民間で進められている計画なの

で、政府がサポートする仕組みも考えていかなくて

はいけません。

情報通信分野での問題は、サービスレイヤーの技

術開発において日本が勝てるかどうかです。大変残

念なことに当面は難しいと思われます。ｅコマース

における状況を図9で見てみましょう。少し古い統計

ですが、ビジネスt oビジネスにおけるマーケットの

日米比較では、日本はアメリカの半分以下になって

います。日本の人口がアメリカの約半分ということ

を考えると悪くない量ですが、アメリカにこれだけ

大きなマーケットがあるというのは大変な違いです。

最近のインターネットの普及によって状況は変わっ

てきていると思いますが、ビジネスt oコンシューマ

に関しての市場では日本の方がはるかに小さいので

す。このような状況の中でｅコマースのアプリケー

ション開発あるいはミドルウエアの開発を考えたと

き、基本となる社会的な基盤が違うため、日本が勝

つにはかなりきつい状況となっています。

具体的な例として、ルーターの世界的な会社であ

るC i s c oが作ったインターネット･ビジネス･ソリュー

ションというものがあります。インターネットを基

本に、企業全体の効率的なシステムをI Tで作ったこ

とによって、C i s c oが競争相手とどれくらい差別化で

きたかを図1 0に表わしました。これはやはり大きな

ビジネスマーケットのあるアメリカにおいて可能な

ことであって、こういった状況は日本ではまだでき

ません。C i s c oがこれだけ抜きん出た理由は、ソフト

ウエア開発にあります。ネットワーク上ですべての

調達問題をやってしまおうというもので、各企業に

合わせたソフトウエアの開発（C R M）が企業の競争

図10 インターネット・ビジネス・ソリューションによる競合会社との差別化図9 情報通信産業の現状 日米比較
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力を強めたということです。それにいち早く成功し

たのが C i s c oです。ですから今後アプリケーションの

世界においてこのようなソフトウエアを作ることが、

日本にとって大変重要なのではないかと思います。

日本における情報戦略の構築

アメリカにはトップ戦略があります。ゴア副大統

領が進めたプロジェクトには次世代インターネット

（N G I）やインターネット2（I T 2）を含め、多くのも

のがあります。2 1世紀においても現在アメリカが持

っている優位な力を失うな、という強い意志のもと

トップダウンで国家プロジェクトが進められてきま

した。日本にもこのような情報戦略の構築が必要で

す。今の情報戦略会議ではなく、内閣直轄の国家プ

ロジェクトを作る組織が必要です。そのメンバーは

日本人に限らず、国際的な視点からプロジェクトを

推進できる人を集めてくるべきです。また大学の先

生や会社のトップに片手間にしてもらうのではなく、

専属的に働くプロ集団のブレインを作らなくては、

アメリカに勝てません。公募型のボトムアップの研

究も大事ですが、優秀なブレインのグループがトッ

プダウンで戦略を決定し、推進していくような仕組

みを作らなくてはいけません。

さらに、どの地域でも問題になっているのがベン

チャーです。産学協同がどこもうまくいかず、ほと

んど失敗しています。コンピュータサイエンス志向

の研究に特化しすぎて、産業につながる話がほとん

どないからです。アメリカでは基礎研究から実用化

研究にいたるあらゆるところに大学が関与していま

すが(図1 1)、この環境が日本でも可能にならないこ

とにはベンチャーもうまくいきません。ですから、

日本の大学を劇的に変えることがまず大事なのです。

ベンチャーが成功しない大きな理由に、資金提供の

エンジェルとマーケティングの問題があります。I T

の技術を持っている大学を出たての人が、すぐベン

チャー企業を作るというのは幻想にすぎません。大

学を出て数年の人に、5 0 0 0万円の資金をリスキーな

状況で貸す人はいないからです。また大学にはマー

ケティング能力がありません。作ったものが売れな

ければ意味がありませんが、国際的に物を売れるよ

うなマーケティング能力を持った人がいない限り、

ベンチャーは成功しません。その状況が日本にはま

だできていないのです。

当面の情報戦略

第二次産業を中心に、基盤産業を高度に情報化し

て武装するために必要な条件はソフトウエアです。

いわゆる第二次産業に直結するソフトウエア開発に

関して、今後日本がどれくらい力を発揮できるかが、

重要なポイントになってきます。I Tをベースとして

将来は他産業との融合を推進し、国際的な協力体制

も作らなくてはいけません。そこからアメリカやヨ

ーロッパに対抗する、第三の柱がアジア地域にでき

てくればいいと思っています。しかしこれには問題

もあります。アジア文化というのは特殊で、現在の

マイクロソフトのユニコードの世界とは異なります。

情報通信の世界で新しく文化を創っていくには、言

語体系を全部変えていく必要があります。それには

おそらく1 0年はかかりますが、そのころには世界の

中心がアジアになっていると確信しています。です

から日本も今後、情報通信の世界でますます力を発

揮してリーダーシップをとっていかなくてはいけま

せん。そのための明確で具体的な戦略が必要です。

図11 日米の産学連携の現状
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